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2024 年 8 月改定 

 

株式会社ジャックス 

グリーンファイナンス・フレームワーク 

 

1. はじめに 

 株式会社ジャックス（以下、「当社」といいます。）は、「夢のある未来」「豊かな社会の実現」

に貢献するという経営理念を踏まえ、グリーンファイナンス・フレームワークを策定しました。

当社は本フレームワークに則り、グリーンボンドの発行およびグリーンローン並びに適格クラ

イテリアを満たす証券化商品による資金調達をいたします。 

 

1.1 発行体概要 

当社は、MUFGグループのコンシューマーファイナンスカンパニーです。1954年、北海道函

館市でデパートに月賦販売を提供する事業をスタートさせました。創業以来、お客様のより豊

かな暮らしに貢献することを目的として真摯に事業に取り組み、現在では国内・海外において

コンシューマーファイナンスの分野でさまざまな商品・サービスを提供しています。国内ではク

レジット事業、カード・ペイメント事業、ファイナンス事業、そして海外では ASEAN加盟国の 4

カ国で二輪車・自動車等のクレジット事業を中心に展開しております。 

 

1.2 経営方針 

  当社グループでは、私たちが創業より大切にしてきた価値観や事業活動の基礎となる考

え方を表すものとして、以下の「創業の精神」「経営理念」を定めております。また、これからど

のような姿を目指すのかを明確にするため、「長期ビジョン」を掲げております。 

 

＜創業の精神＞ 

「信為萬事本（信を万事の本と為す）」 

 「信義は全てのものごとの基本である」と捉え、消費者の皆様・お取引先の皆様との「信用」

と「信頼」を第一に考え業務に取り組んでおります。 

 

＜経営理念＞ 

「夢のある未来」「豊かな社会」の実現に貢献する 

 当社の事業を通じ、すべてのステークホルダーにとって「夢のある未来」「豊かな社会」とな

るよう尽力してまいります。 

 

＜長期ビジョン＞ 

アジアのコンシューマーファイナンスカンパニーとしてトップブランドを確立する 

当社グループは、コンシューマーファイナンスを通じて、人々の生活が豊かになるよう、グ

ループの役職員が一体となり、これからも真摯に事業へ取り組んでまいります。 
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1.3 サステナビリティに関する方針 

 ＜サステナビリティ基本方針＞ 

 ジャックスグループは『「夢のある未来」「豊かな社会」の実現に貢献する』という経営理念の

もと、ステークホルダーの信用・信頼を得ながら、事業活動を通じて社会活動の解決に貢献

することで、持続可能な社会の実現と企業価値向上を目指してまいります。 

 

1.3.1サステナビリティに関する考え方  

当社グループでは、持続可能な社会の実現に向けて、事業を通じて顕在化する環境・社会

課題の解決に貢献することが重要であると考えており、サステナビリティに関する基本的な考

え方を 「サステナビリティ基本方針」として定めております。この方針に基づき、積極的にサ

ステナビリティへの取り組みを行ってまいります。 

 

＜経営方針とサステナビリティへの取り組みの概要＞ 

 

 

 

1.4 ESGへの取り組み 

 

「ジャックスグループのマテリアリティ(重要課題)」 

当社グループは、環境・社会課題解決に向けて、５つのマテリアリティの特定を行っており

ます。 

 

1.4.1 環境への取り組み 

当社グループは、環境課題解決に向けて、マテリアリティを「環境の保全」「脱炭素社会実 

現への貢献」に定め、取り組んでいます。 
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（1）気候変動への対応 

当社グループでは、環境課題のなかでも、とりわけ気候変動については、お客様や加盟店

などの取引先及び事業活動への深刻な影響を与える重要な課題の一つとして認識しており、

2023年に TCFD （気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を表明しました。また、温

室効果ガス（GHG）排出削減の中長期的目標として、2050 年度までのネットゼロ、2030 年度

までの Scope1＋2の 50%削減及び Scope3の 30%削減を目指し、取り組んでおります。 

今後も気候変動による事業への影響分析やリスクへの取り組みと透明性の高い情報開

示を行ってまいります。 

 

●気候変動への対応の詳細 

   https://www.jaccs.co.jp/corporate/sustainability/environment/climatechange/ 

 

（2）事業を通じた CO2削減への貢献 

 当社は、「ジャックスグループ環境基本規程」を定め、その「行動指針」のなかで、クレジ

ットビジネスを通して環境に配慮した商品の普及を積極的にサポートすることを重点課題

の一つと定めております。 

クレジット事業では太陽光発電設備、蓄電池、ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)や電気自

動車、燃料電池車などクリーンエネルギーを使用する自動車などの普及を後押しするロ

ーンの取り扱いを推進しています。再生可能エネルギーの創出、クリーンエネルギーの

利用を促進することで CO2排出削減に貢献してまいります。 

 

(3)エネルギー使用量の削減 

 当社は、改正省エネ法の特定事業者として、エネルギー使用量の年 1％以上を削減目

標とし、LED照明の導入やリサイクル用紙の使用、ペーパーレス化などの推進を行うこと

で CO2 排出削減に積極的に取り組んでいます。引き続き、エネルギー使用量の年 1%以

上の削減を目標とし、電力などエネルギー利用の削減に取り組んでまいります。 

 

＜エネルギー使用量＞ 

事業年度 エネルギー使

用量（kl） 

削減率 原単位（ｋｌ/㎡） 削減率 

2018年度 1,949  -5.1%  0.04305  -1.4% 

2019年度 1,930  -1.0%  0.04254  -1.2% 

2020年度 1,899  -1.6%  0.04182  -1.7% 

2021年度 1,729 -9.0% 0.03872 -7.4% 

2022年度 1,585 -8.3% 0.03612 -6.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jaccs.co.jp/corporate/sustainability/environment/climatechange/
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1.4.2 社会への取り組み 

当社グループは、社会課題解決に向けて、マテリアリティを「安心・安全で利便性の高い

サービス提供」「多様性と人権の尊重」に定め、取り組んでいます。 

 

（1）安心・安全で利便性の高いサービス提供 

「安心・安全で利便性の高いサービスの提供」は消費者信用事業を行う当社にとって、事

業の根幹となる最重要課題として位置付けています。創業の精神は、お客様・お取引先の

皆様との「信用」と「信頼」の上に、事業を含めたあらゆる事が成り立つことを意味しており、

お客様やお取引先の皆様が安心・安全にご利用いただける決済サービスの構築は当社に

とっての責務であると考えています。 

 また、地域社会・生活を支えるインフラとしてのファイナンスサービスやキャッシュレス化

の推進など、当社グループは利便性の高いサービスを追求し続けることで、変化し続ける

お客様のニーズに応え、持続可能で豊かな社会の実現に貢献いたします。 

 

●安心・安全で利便性の高いサービス提供の詳細 

  https://www.jaccs.co.jp/corporate/sustainability/society/safety/ 

 

（2）ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 

当社グループは、従業員一人ひとりの成長が会社の成長の源泉であるとの認識のもと、

長期ビジョンの実現に向けて、多様な個性やスキルを持つ人材の採用・登用や育成に取り

組んでおります。また、こうした様々な価値観や考え方を持つ人材がビジョンを共有し、

個々のスキルやポテンシャルを最大限に発揮できる制度構築や働きやすい環境づくりを行

っております。 

 

✓ 女性社員の活躍支援 

 女性の活躍推進は、当社にとって重要な課題の一つであり、多様な働き方の支援や制

度拡充による仕事と家庭の両立支援をはじめ、女性社員がよりいっそう活躍できる職場

環境の整備や人事制度の構築に取り組んでおります。 

 

✓ 健康経営の推進 

当社は、従業員一人ひとりが心身ともに健康な状態で、安心して活き活きと働き続け

ることが重要であると考え、健康経営の考え方に基づき、従業員の健康保持・増進に戦

略的に取り組み、仕事と生活を両立できる働き方と職場環境の実現を目指しています。   

従業員は、自ら主体的にワーク・ライフ・バランスに取り組み、「やりがい」「充実感」を

持ちながら働き、心身ともに豊かな生活を送ることを目指し、会社は、働き方改革の取り

組みや健康保険組合とのコラボヘルスの強化により、従業員の健康保持・増進を支援

し、風通しの良い働きやすい職場環境の実現を目指すことを基本方針とし、これを推進し

ていくための体制として健康経営推進委員会を設置しています。 

上記方針、体制のもと各種施策に取り組み、2024年 3月には従業員の健康管理を経

営的な視点で考え、戦略的に取り組んでいる企業として、経済産業省より 7年連続で

「健康経営優良法人～ホワイト 500～」の認定を受けました。 

 

 

https://www.jaccs.co.jp/corporate/sustainability/society/safety/
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（3）社会貢献活動 

当社グループは、地域社会との連携を図りながら、事業活動および重点領域「地域」

「次世代」「環境」に軸を据えた社会貢献活動の実践を通じて、社会課題の解決に貢献

し、経営理念である「夢のある未来」「豊かな社会」の実現に取り組んでいます。 

 

✓ 山林保全活動 

当社は、特定非営利活動法人森のライフスタイル研究所と 5年間に渡るパートナー契

約を締結し、神居尻山（北海道石狩郡）の当別町有地において、協働で山林保全活動を

実施しております。 2023年 10月より開始したこの活動においては、神居尻山の裾野１

ヘクタールの土地に対して、３回に分けて苗木を植え、現在、計 1,500本の植樹を完了し

ております。 

 

1.5 環境に配慮した長期的な事業方針 

 

 当社は、地球環境の保全・管理が人類共通の重要課題であることを認識し、未来を見据え

て、環境負荷の軽減と資源の節約に配慮した企業活動に取り組み、社会全体の環境保全・

管理に努めるため、当社は、「ジャックスグループ環境基本規程」を定め、その「行動指針」の

なかで、クレジットビジネスを通して環境に配慮した商品の普及を積極的にサポートすること

を重点課題の一つと定めています。 

 

1.6 グリーンファイナンスによる資金調達の意義 

当社では上記の環境に配慮した長期的な事業方針を推進していくための資金調達として、

グリーンファイナンスを位置づけています。 グリーンファイナンスにより資金調達手段を多様

化することで、当社事業の持続可能性が高まります。このことは、事業を通じた継続的な CO2

排出削減への貢献につながるものと考えております。 
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2.グリーンファイナンス・フレームワーク 

 本フレームワークは、以下の枠組みに則り策定しております。 

 グリーンボンド原則 2021（ICMA） 

 グリーンボンドガイドライン 2022 年版（環境省） 

 グリーンローン原則 2023年版（LMA、APLMA、LSTA） 

 グリーンローンガイドライン 2022年版（環境省） 

 

2.1 調達資金の使途 

 当社はグリーンファイナンス（グリーンボンド、グリーンローン及び適格クライテリアを満たす

証券化商品を対象とします）で調達された資金を、以下の適格プロジェクトに関連する既存の

プロジェクトの実行資金もしくはリファイナンスに充当します。 

 

2.1.1 対象プロジェクト 

 当社はグリーンファイナンスで調達された資金を、以下のいずれかのプロジェクトに充当す

る予定です。 

 

適格クライテリア 1 

 対象プロジェクトは、当社産業用及び家庭用ソーラー取扱基準に合致した提携加盟店が施

行・販売し、健全な事業運営が期待できるプロジェクトとし、以下の適格基準を満たす太陽光

発電設備※向け割賦債権とします。 

 対象設備が日本国内に存在していること 

 顧客への設備販売・設置工事等を行う当社提携加盟店が、対象設備の建設・設置に

あたり潜在的なリスクの影響について対策を行っていることを確認していること 

（詳細は「2.2プロジェクトの評価及び選定のプロセス」参照） 

 発電事業者向けについて、発電事業の継続性が確保できること 

 既に実行済みの債権流動化の対象となっていないこと（償還に伴う譲渡抹消登記済

分を除く） 

 3 ヶ月以上の延滞債権ではないこと 

 

適格クライテリア 2 

 対象プロジェクトは、当社の提携基準を満たした加盟店が施工・販売し、健全な事業運営が

期待できるプロジェクトとし、以下の適格基準を満たす蓄電池設備向け割賦債権とします。 

 対象設備が日本国内に存在していること 

 既に実行済みの債権流動化の対象となっていないこと（償還に伴う譲渡抹消登記済

分を除く） 

 3 ヶ月以上の延滞債権ではないこと 
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適格プロジェクト 
対応するグリーンボンド原則の

適格カテゴリー及び環境目標 
SDGs 

発電事業者及び一般家庭向け

の、適格基準を満たす太陽光発電

設備※向け割賦債権の立替払い

資金 

再生可能エネルギー 

 

環境目標： 

気候変動の緩和 

7.エネルギーをみ

んなに、そしてクリ

ーンに 

適格基準を満たす蓄電池向け割

賦債権の立替払い資金 

再生可能エネルギー 

 

環境目標： 

気候変動の緩和 

7.エネルギーをみ

んなに、そしてクリ

ーンに 

※発電設備の設置に際して必要となるフェンス・遠隔管理システム等付属設備、屋根の補

強・改修等、及び発電設備の設置に付随する家庭用自然冷媒ヒートポンプ給湯機・蓄電池等

の取り付けを含む 

 

2.1.2 除外クライテリア 

 グリーンファイナンスで調達された資金は、下記に関連するプロジェクトには充当しません。 

 所在国の法令を遵守していない不公正な取引、贈収賄・腐敗・恐喝・横領等の不適切

な関係 

 人権・環境等社会問題を引き起こす原因となり得る取引 

 

2.2 プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

 当社財務部がクレジット企画部及び関連する事業部門と協議を行い、適格クライテリアを満

たす適格プロジェクトを選定します。グリーンファイナンスの調達に際し選定された適格プロジ

ェクトについては、CFOまたは経理・財務担当の役員が最終決定します。 

 太陽光発電設備の設置に伴い想定される、環境及び地域へのネガティブインパクトの緩和

のため、当社は以下の対応をとっています。 

 対象設備の建設・設置にあたり、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法改正法」に基づいて策定された、再生可能エネルギー固定価格

買取制度で規定された設置方法及び設備のメンテナンス体制を遵守しているかどうか

につき、当社提携加盟店に確認していること 

 対象設備の建設・設置にあたり、当該事業が、継続的且つ計画的な事業であることを

確認していること 

 対象設備の運営にあたり、異常が発生した場合に速やかに感知し対応するための設

備や、管理体制の有無を確認していること 

 

 蓄電池設備の設置に伴い想定される、環境及び地域へのネガティブインパクトの緩和のた

め、当社は以下の対応をとっています。 

 対象設備の設置にあたり、当社の提携基準を満たした加盟店に限定していること 

 災害リスクのヘッジを目的に、動産総合保険や工事賠償責任保険を組み合わせた総

合補償制度を提供できる体制を整えていること 

 

2.3 調達資金の管理  

 当社はグリーンファイナンスのうち証券化商品による調達を控除した残高（以下、「グリーン
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ファイナンス残高」といいます。）が存在する限り、適格基準を満たす割賦債権残高がグリー

ンファイナンス残高以上になるよう維持しながら分別管理する予定です（分別管理される割賦

債権を適格プールといいます）。適格プールは、グリーンファイナンスによる資金調達後に財

務部により適格基準を満たす債権を抽出することにより選定され、当社の割賦債権を管理す

る電子ファイルに記録することで分別管理されます。適格プールの残高は四半期に一度財務

部の担当者により確認され、適格プールの残高がグリーンファイナンス残高を下回る場合に

は、未充当資金が発生したと認識し、①グリーンファイナンス残高以上になるよう、適格プー

ルに適格基準を満たす割賦債権を追加する、もしくは②未充当資金が発生した旨、当社のウ

ェブサイトにて公表することを予定しています。適格プールの残高管理の確認結果は、財務

部長が確認することにより社内での統制を確保します。 

 調達資金が適格事業・プロジェクトへ充当されるまでの間は、現金又は現金同等物にて管

理します。調達資金はグリーンファイナンス実行から 1 ヶ月以内に充当されることを見込んで

います。 

 

2.4 レポーティング 

2.4.1資金充当状況レポーティング 

 当社は、適格プロジェクトに調達資金が全額充当されるまで、調達資金の充当状況（充当

額及び未充当額等）を年次で、当社ウェブサイト上に開示します。 

 開示内容は、プロジェクトカテゴリ単位での資金充当額、調達資金の未充当資金額及び調

達資金毎の充当額全額のうち既存の支出として充当された金額です。 

なお、調達資金の全額充当後、大きな変更が生じる等の重要な事象が生じた場合は、適

時に開示します。 

 

2.4.2 インパクト・レポーティング 

 当社は、以下の環境改善効果に関する指標等を、実務上可能な範囲で年次で当社ウェブ

サイト上に開示します。 

 

適格プロジェクト 環境改善効果等 

適格クライテリア 1.を満た

す太陽光発電設備向け割

賦債権 

年間 CO2排出削減量（出力規格に基づく理論値） 

年間発電量（出力規格に基づく理論値） 

適格クライテリア 2.を満た

す蓄電池向け割賦債権 

当社が提供する蓄電池ローンで顧客が保有する蓄電池の定

格容量 

 

2.5外部レビュー 

 当社は、独立した外部機関である株式会社日本格付研究所から、本グリーンファイナンス・

フレームワークと、グリーンボンド原則 2021（ICMA）、グリーンボンドガイドライン 2022年版（環

境省）、グリーンローン原則 2020 年版（LMA、APLMA、LSTA）、グリーンローンガイドライン

2022 年版（環境省）との適合性に対してグリーンファイナンス・フレームワーク評価を取得して

おります。 

 

以 上 


